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通番 ヒアリング事項 府省 ページ 

４９ 
臨床研修病院の指定、研修医受入定員調整権限の都道府県

への移譲（1 件） 
厚生労働省 １～５ 

１５ 社会医療法人の認定要件緩和（2 件） 厚生労働省 ６～７ 

５１ 
水道事業等の認可等の権限の国から都道府県への移譲（6

件） 
厚生労働省 ８～２４ 

１４ 
医療用麻薬に係る小売業者間の譲渡に係る許可権限等の都

道府県への移譲及び規制緩和（7 件） 
厚生労働省 ２５～４０ 

４７ 
保育所等の児童福祉施設に係る「従うべき基準」の見直し（17

件） 
厚生労働省 ４１～５１ 

４８ 認可外保育施設に係る市町村への権限移譲（1 件） 厚生労働省 ５２ 

７ 
認可外保育所が認可保育所に移行する際の経済的基礎の条

件の緩和（1 件） 
厚生労働省 ５３ 

８ 保育所型認定こども園に係る認定の有効期間の廃止（1 件） 厚生労働省 ５４ 

１０ 放課後児童クラブの補助条件の見直し（5 件） 厚生労働省 ５５～５９ 

１２ 介護保険事業に係る規制緩和（3 件） 厚生労働省 ６０～６９ 

１３ 介護認定審査会委員の任期の条例委任（2 件） 厚生労働省 ７０～７３ 
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○
臨
床
研
修
は
、
医
師
国
家
試
験
に
合
格
し
た
医
師
が
、
診
療
に

従
事
す
る
た
め
の
要
件
と
な
る
研
修
で
あ
り
、
⼀
定
レ
ベ
ル
以
上
の

研
修
の
質
を
全
国
的
に
確
保
す
る
必
要
が
あ
る
。

○
こ
の
た
め
、
医
師
法
上
、
厚
⽣
労
働
⼤
⾂
は
、
臨
床
研
修
病
院
を

指
定
す
る
と
き
は
、
学
識
経
験
を
有
す
る
委
員
等
か
ら
構
成
さ
れ
る

医
道
審
議
会
の
意
⾒
を
聴
く
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。

指
定
の
権
限
を
移
譲
し
た
場
合
、
こ
の
よ
う
な
⼿
続
き
を
経
る
こ
と
が

困
難
と
な
り
、
研
修
の
質
を
確
保
で
き
な
く
な
る
た
め
、
権
限
は
移
譲

で
き
な
い
。

提
案
事
項
：
臨
床
研
修
病
院
の
指
定
、
研
修
医
受
⼊
定
員
調
整
権
限
の
都
道
府
県
へ
の
移
譲

臨
床
研
修
病
院
の
指
定
権
限
に
つ
い
て

臨
床
研
修
病
院
の
指
定
権
限
に
つ
い
て

1

通番４９：臨床研修病院の指定、研修医受入定員調整権限の
　　　　　  都道府県への移譲（厚生労働省）
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○
平
成
22
年
度
の
研
修
よ
り
、
地
域
の
医
師
不
⾜
を
解
消
す
る
観
点
か
ら
、

都
道
府
県
別
に
、
医
学
部
の
⼊
学
定
員
数
や
⼈
⼝
、
地
理
的
条
件
等
に
応
じ
た

募
集
定
員
数
を
設
定
。

○
⼀
⽅
、
各
病
院
は
、
前
年
度
の
研
修
内
定
者
分
ま
で
募
集
定
員
を
保
証
さ
れ
る

仕
組
み
が
あ
り
、
東
京
や
⼤
阪
な
ど
都
市
部
の
都
道
府
県
で
は
、
県
内
病
院
の

募
集
定
員
数
の
合
計
が
、
各
都
道
府
県
の
定
員
数
を
上
回
っ
て
い
た
。

○
平
成
27
年
度
研
修
か
ら
、
各
病
院
に
前
年
度
内
定
者
数
を
保
証
す
る
代
わ
り
に
、

各
県
の
基
礎
数
（
上
記
の
募
集
定
員
数
に
相
当
）
を
上
回
る
分
を
合
計
し
、
各
県
の

調
整
枠
と
し
て
再
配
分

※
し
た
。

※
各
都
道
府
県
に
お
け
る
直
近
（
平
成
25
年
度
）
の
研
修
医
採
⽤
実
績
数
で
按
分
。

○
平
成
27
年
度
研
修
に
お
け
る
、
兵
庫
県
の
募
集
定
員
数
は
次
の
と
お
り
。

全
体
：
41
6⼈

（
う
ち
基
礎
数
：
34
3⼈

、
都
道
府
県
調
整
枠
：
73
⼈
）

○
都
道
府
県
は
、
調
整
枠
分
を
県
内
病
院
に
裁
量
で
割
り
振
る
こ
と
が
で
き
る
た
め
、

現
状
で
も
、
政
策
的
に
設
定
し
た
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
、
調
整
枠
か
ら
定
員
を
付
け
る

こ
と
が
可
能
と
な
っ
て
い
る
。

提
案
事
項
：
臨
床
研
修
病
院
の
指
定
、
研
修
医
受
⼊
定
員
調
整
権
限
の
都
道
府
県
へ
の
移
譲

研
修
医
受
⼊
定
員
調
整
権
限
に
つ
い
て

（
１
）
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
⽤
定
員
の
裁
量
拡
⼤

研
修
医
受
⼊
定
員
調
整
権
限
に
つ
い
て

（
１
）
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
⽤
定
員
の
裁
量
拡
⼤

2
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提
案
事
項
：
臨
床
研
修
病
院
の
指
定
、
研
修
医
受
⼊
定
員
調
整
権
限
の
都
道
府
県
へ
の
移
譲

○
兵
庫
県
の
地
域
枠
（
医
師
修
学
資
⾦
募
集
⼈
員
）
は
以
下
の
と
お
り
推
移
。

○
現
状
の
仕
組
み
で
も
、
各
都
道
府
県
の
調
整
枠
で
地
域
枠
に
対
応
可
能
と

考
え
ら
れ
る
が
、
仮
に
、
今
後
、
地
域
枠
医
師
が
増
加
し
て
調
整
枠
で
対
応

で
き
な
く
な
っ
た
場
合
、
都
道
府
県
が
、
調
整
枠
だ
け
で
な
く
基
礎
数
も
含
め
て

病
院
に
配
分
す
る
⽅
式
を
選
択
で
き
る
よ
う
検
討
。

○
な
お
、
都
道
府
県
調
整
枠
の
規
模
に
つ
い
て
は
、
基
礎
数
に
お
け
る
地
理
的

加
算
等
を
調
整
す
る
こ
と
で
、
適
切
な
規
模
を
確
保
し
て
い
く
。

募
集
年
度

H2
0

H2
1

H2
2

H2
3

H2
4

H2
5

H2
6

募
集
⼈
数

4⼈
10
⼈

14
⼈

14
⼈

17
⼈

19
⼈

19
⼈

研
修
医
受
⼊
定
員
調
整
権
限
に
つ
い
て

（
２
）
地
域
枠
出
⾝
研
修
医
へ
の
対
応

研
修
医
受
⼊
定
員
調
整
権
限
に
つ
い
て

（
２
）
地
域
枠
出
⾝
研
修
医
へ
の
対
応
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都
道
府
県
別
の
募
集
定
員
に
つ
い
て

都
道
府
県
別
の
募
集
定
員
に
つ
い
て

参
考
１

平
成
26
年
度
研
修
ま
で
：
研
修
医
総
数
を
各
県
に
按
分
し
た
数
＋
地
理
的
加
算
＝
都
道
府
県
別
定
員
数

平
成
27
年
度
研
修
〜
：
研
修
医
総
数
を
各
県
に
按
分
し
た
数
＋
地
理
的
加
算
＋
都
道
府
県
調
整
枠
＝
都
道
府
県
別
定
員
数

※
各
都
道
府
県
に
お
け
る
直
近
の

研
修
医
採
⽤
実
績
数
で
按
分
。
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0
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0

1,
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0

1,
60
0

東 京 都

神 奈 川 県

⼤ 阪 府

愛 知 県

埼 ⽟ 県

北 海 道

福 岡 県

千 葉 県

兵 庫 県

京 都 府

静 岡 県

岡 ⼭ 県

栃 ⽊ 県

⽯ 川 県

新 潟 県

茨 城 県

広 島 県

⿅ 児 島 県

⻑ 崎 県

福 島 県

⻑ 野 県

沖 縄 県

宮 城 県

岐 ⾩ 県

⼭ 形 県

⻘ 森 県

岩 ⼿ 県

島 根 県

三 重 県

秋 ⽥ 県

群 ⾺ 県

⼭ 梨 県

愛 媛 県

熊 本 県

⼭ ⼝ 県

福 井 県

徳 島 県

⾼ 知 県

⼤ 分 県

宮 崎 県

富 ⼭ 県

⾹ 川 県

滋 賀 県

奈 良 県

⿃ 取 県

和 歌 ⼭ 県

佐 賀 県

募
集
定
員

受
⼊
実
績

各
都
道
府
県
の
募
集
定
員
上
限

⼈

前
年
度
内
定
者
数
の
保
証
が
な
か
っ
た
場
合
、
募
集

定
員
は
各
都
道
府
県
の
募
集
定
員
上
限
程
度
と
な
る
。

【
受
⼊
実
績
が
募
集
定
員
上
限
を
超
え
て
い
る
都
府
県
】

東
京
都
、
神
奈
川
県
、
⼤
阪
府
、
愛
知
県
、
兵
庫
県
、
京
都
府

都
道
府
県
別
の
募
集
定
員
と
受
⼊
実
績
の
状
況
（
平
成
23
年
度
）

都
道
府
県
別
の
募
集
定
員
と
受
⼊
実
績
の
状
況
（
平
成
23
年
度
）

参
考
２
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